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Ａ．研究目的 
EU 諸国におけるがん登録体制は、国家間の考
え方や各々の国内で地域ごとに独自の登録が
存在することなどから、複雑な要因が含有さ
れており、登録に関する診療情報登録倫理に
おいても多様性がある。そこで、今日の欧州
連合（EU）のがん臨床データベース体制から
何を学び取ることが出来るかを検索すること 
Ｂ．研究方法 
1) 欧州および各国のがん登録システムにつ
いて特徴を調査 
2) 欧州の中でもイングランドとスウェーデ
ンのがん登録  システムの特徴を探り、デ
ータベースを活用した研究数（原著論文数)
の推移比較 
3) 両国のがん登録システムと EU 諸国のシス
テムを相異比較し今後の本邦におけるがん登
録に有益な因子を探る 
 
Ｃ．研究結果 
1. EU のがん登録体制の概要―加盟国等と
の関係性についてー 
その根幹をなすのは、1990 年に結成されたヨ
ーロッパがん登録ネットワーク(ENCR)です。
ここでは、EUROCIM で EU におけるがんの
罹患と死亡のデータベース作成、および統計
解析を、そして EUROCARE でがん患者生存
率の国際共同調査を行っており、その関連論
文は 54 本になります。ENCR は 2020 年現在
、38 か国 173 の登録数となっています。 
2. EUのがん登録体制とその実施状況 
1)フランス、イタリア、スペイン、ポルトガ
ルなどでは、全国がん登録がなく、地域がん
登録が主体であり悉皆性も低かったです。 
2)ドイツでは全国登録が存在しますが、その

方法などは州ごとに自主性が認められ、州ご
との相違が大きかったです。 
3. Swedenのがん登録体制とその実施状況 
データ収集は、PIN と連結して収集していま
す 。 PIN と は 国 民 番 号 （ Personal 
Identification Number）の略で、1947 年よ
り導入されて出生時に国税庁により全国民に
付与されます。ほぼ全ての登録活動に必要で、
保険治療を受ける際にも必須であり、これに
よって患者情報が共有されています。 
個人情報の保護は、1995年に制定された個人
情報保護法によって保護されてます。個人情
報をデータ化するために収集する場合、デー
タ化された個人情報記録を保有・利用する場
合に適応されます。データ検査院が監督省庁、
原則としてセンシティブデータの取り扱いを
禁止しています。尚、ここに示すようにいく
つかの例外規定が存在します。 
登録は、病理医や臨床医は、住民登録番号に
がん医療情報を加えたものを、全国に 6 か所
あるレジオナル・キャンサー・セントルムに
送り、そこからがん登録情報をナショナルボ
ード、オブヘルス＆ウェルフェアーに送り登
録をします。 
利用する場合、研究者は倫理審査委員会に申
請し承認を受けると匿名化されたデータのみ
利用可能となります。 
4. England のがん登録体制とその実施状況 
イングランドのがん登録の中心となるのは
National Cancer Registration and Analysis 
Service (NCRAS)で、イングランド公衆衛生局
内の組織で 2016 年に国家がん情報ネットワ
ークと国家疾病登録が合併し設立されました。 
向かって右の、執行型政府外公共機関には NHS
イングランドや NICE、保険研究局があり、そ

研究要旨 
「欧州のがん登録状況と本邦への導入に関する考察」について欧州におけるが
ん登録の現状を把握し今後の展望に関して検討した。欧州におけるがん登録体
制としてEUROCOURSEプロジェクトが計画され，その結果ECO が開発された。ウ
ェブサイトによる各種がん罹患率，死亡率やEU国間比較など包括的ながん情報
を提供していた。 
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の保険研究局の中の CAG が NCRAS に対して個
人情報の収集を許可します。 
各所から様々なデータが NCRAS に集まるよう
になっています。 
実際に NCRAS のデータの活用・公開に関して
は匿名化されているものとされていないもの
に分かれ、匿名化されているものは Cancer 
Stats(スタッツ)や Cancer Dataで利用可能で
す。匿名化されていないものは、PHE Office 
for Data Release で管理され、研究の際にそ
れぞれ申請し承認を得てデータを提供しても
らうシステムになっています。このデータ提
供は本邦では行われていないシステムと考え
ます。 
5. 最近の大腸がん、乳がんに関する実際の
登録状況 
イングランドに比べスウェーデンのほうが論
文数は多い傾向にありました。 
6. 欧州のがん登録体制から学び取れる内容 
EU 諸国のがん登録は、ヨーロッパがん登録ネ
ットワーク(ENCR)を中心として EUROCIM と
EUROCARE を実施しています。特に EU 諸国の
中でもイングランドとスウェーデンは全国民
に個人ナンバーが付与され、個人情報保護法
の下、悉皆性を担保しており、登録体制が整
っていた。 
7. 担当総論研究の視点から見た現状の臓器
がん登録の重要な課題点 
本邦においても個人情報の管理を含めた法的
根拠を整備しがん登録を進めていく必要があ
ります。 
Ｄ．考察               
フランス、イタリア、スペイン、ポルトガル
などでは、全国がん登録がなく、地域がん登
録が主体であり、悉皆性も低かった。 
ドイツでは全国登録が存在するが、その方法
などは州 ごとに自主性が認められ、州ごとの
相違が大きかった。 
比較的人口が少ない国では、1 国 1registry
であり悉皆性も高い傾向があった。 
個人情報収集は法的根拠のもと、オプトアウ
トで行われている国が多かった。 
 
Ｅ．結論 
EU 諸国のがん登録は、ヨーロッパがん登録ネ
ットワーク(ENCR)を中心として EUROCIM と
EUROCARE を実施している 
EU諸国の中でもイングランドとスウェーデン
は全国民に個人ナンバーが付与され、個人情
報保護法の下、悉皆性を担保している 
本邦においても個人情報の管理を含めた法的
根拠を整備しがん登録を進めていく必要があ
る 
 
Ｆ．健康危険情報  
  特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
   (予定を含む) 
 
1. 特許取得 
なし  

  
2. 実用新案登録 

 なし 
  
3.その他 

   
 
 


